
八街市人事行政運営等の状況（平成２１年度）

　八街市の職員の任用、給与、服務や勤務条件など、人事行政の運営等の状況を市民のみなさまに

ご理解いただくため、次のとおり公表します。

詳しくは、市役所総務課　電話０４３－４４３－１１１３へ。

１．職員の任免及び職員数に関する状況について

（１）職種別採用者数（平成２１年度）

（２）事由別退職者数（平成２１年度）

普通 分限 懲戒 死亡 派遣

退職 免職 免職 退職 解除

一般行政職 9 4 3 4 20

技能労務職 3 1 4

12 4 3 0 0 0 1 4 24

（３）級別職員数

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 計

18 47 244 74 45 59 34 7 528

0 23 12 - - - - - 35

563

21 48 254 63 50 53 35 8 532

4 19 15 - - - - - 38

570

派遣 合計

7 3 10

区分

一般行政職

新規採用

3 10

定年
退職

区分
勧奨
退職 失職

その他

※教育委員会教育長は含まれていない。

計 7

合計

計

一般行政職

技能労務職

合計

平成21年４月１日
現在

区分

平成20年４月１日
現在

一般行政職

技能労務職

合計

※教育委員会教育長は含まれていない。



２．職員給与費の状況について

（１）人件費の状況（平成２１年度普通会計決算）

※普通会計とは、一般会計に特別会計のうちの学校給食センター事業を合わせたものです。

（２）職員給与費の状況（平成２２年度普通会計予算）

※職員手当には、退職手当は含んでおりません。

（３）職員の平均給料月額等

※「平均給料月額」とは、各職種ごとの職員の基本給の平均です。

（４）初任給の状況（平成２１年４月１日現在）

高校卒 144,500円 155,700円 140,100円 149,800円

初任給 採用２年後

Ⅰ種181,200円

Ⅱ種172,200円

200,000円

185,800円

45.6歳

大学卒
一般行政職

区分
初任給 採用２年後

八街市

172,200円 185,800円

国

技能労務職

330,818円 42.4歳

227,580円 45.7歳 227,529円

平成２０年４月１日現在

平均給料月額 平均年齢

一般行政職 327,701円 41.8歳

職種
平均給料月額 平均年齢

平成２１年４月１日現在

住民基本台帳人口 人件費率
（Ｂ／Ａ）

人件費（Ｂ）

23.7%

（平成22年３月末現在）
歳出額（Ａ） 実質収支

職員数（Ａ）

５３１人

給料

2,031,845千円

平成２０年度
人件費率

75,008人 18,882,966千円 430,164千円 4,061,160千円 21.5%

計（Ｂ）

3,075,917千円

一人当たり給与費

（Ｂ／Ａ）

5,793千円

給与費

職員手当

285,311千円

期末・勤勉手当

758,761千円



（５）職員手当の状況（平成２１年４月１日現在）

○配偶者　13,000円

○配偶者以外の扶養親族　6,500円

16歳から22歳までの子　5,000円加算

○借家の場合（家賃が12,000円を超える場合に限る）

家賃の額に応じて27,000円を限度に支給

○自宅の場合　2,500円　※平成２１年１２月で廃止

（新築または、購入の日から5年間）

○電車・バスを利用する場合

定期代等55,000円を上限に支給

○乗用車などを使用する場合

使用距離等に応じて2,000円～24,500円を支給

その他の加算措置

定年前早期退職特例措置　2～20%

※地域手当及び時間外勤務手当については、普通会計における支給対象職員数等を記載しております。

３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況について

（１）勤務時間及び休憩、休息時間の状況（平成22年4月1日現在）

　　勤務時間等の状況は次の表のとおりです。ただし、保育園や中央公民館などの勤務場所では、

　これと異なる勤務形態の場合があります。

141千円

支給総額

1人当たり平均支給年額

週休日・休日

土曜日及び日曜日、国民の祝
日に関する法律に規定する休
日及び年末年始（12月29日か
ら翌年1月3日）

勤務時間の割り振り等

12:00～13:00

114,362円

支給総額

1人当たり平均支給年額

94,252千円

176千円

76,622千円

59.28月分

59.28月分

時間外勤務手当

平成21年度決算

平成20年度決算

地域手当

支給率

支給対象職員数

国の制度（支給率）

１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

41.34月分

3%

533人

3%

同左

勤続20年

勤続25年

勤続35年

最高限度額

47.50月分

（平成２１
年度実績）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

退職手当

（2.20月分）

59.28月分

23.50月分 30.55月分

33.50月分

一部異なる

計
2.75月分 1.40月分 4.15月分

（2.35月分） （1.80月分） （4.15月分）

同左

計

国

住居手当 同左

区分 八街市

（1.25月分）

0.70月分

（0.85月分）

0.70月分

（0.95月分）

勤勉手当

1.25月分

（1.10月分）

期末手当

1.95月分

（1.95月分）

2.20月分

通勤手当

1.50月分
12月期

勤勉手当

期末手当
６月期

１週間の勤務時間
始業時間 終業時間 休憩時間

38時間45分 8:30 17:15

扶養手当 同左

()内は、行政職8級以上の職員の支給割合です。



（２）休暇制度

区分

年次休暇 使途は問わない

負傷又は疾病のため療養する必要が

ある場合

選挙権・公民権を行使する場合 必要と認める期間

証人、裁判員、鑑定人又は参考人等

として出頭する場合

骨髄液を提供する場合等 必要と認める期間

自発的に無報酬で社会に貢献する活

動をする場合

結婚する場合 連続する5日

生理により勤務が著しく困難な場合 2日以内

妊産婦が保健指導や健康診査を受け

る場合

女子職員が母親学級へ参加する場合 必要と認める時間

通勤の混雑が妊産婦の母体等に影響

する場合

出産予定日以前8週間（多胎妊娠の場

合は、14週間）前から出産の日後8週

間

生後1年に達しない子の育児をする

場合

配偶者が出産する場合 2日

配偶者が産前産後期間において男子

職員が育児を行う場合

負傷等をした小学校就学前の子を

看護する場合

死亡した者との関係に応じて、1日

から10日

父母の追悼のための特別な行事に

参加する場合

夏季休養 7月から9月までの期間において8日

心身の活力の維持及び増進 勤続25年に達した職員に対し3日

感染症により交通を制限又は遮断

された場合

災害等により交通が遮断された場合 必要と認める期間

災害時等の退勤途上において身体の

危険を回避する場合

災害等により現住居が滅失・破損し

た場合

介護休暇 2親等以内の親族等を介護する場合 6月以内

組合休暇 職員団体の業務等に従事する場合 年間10日以内

（３）育児休業及び部分休業の取得状況（平成21年度）

育児休業

部分休業

10

2

育児短時間勤務 4

年間20日（翌年への繰越は最大20日）

特別休暇

有給

無給

必要と認める期間

必要と認める期間

必要と認める期間

療養休暇 必要最小限の期間

必要と認める期間

年間5日

職員の親族が死亡した場合

1週間以内

種類 事由 休暇の期間

年間5日以内

必要と認める時間

1時間以内で必要と認める時間

出産する場合

産前産後期間内に5日

区分 新規取得者数

1日2回とし、1日を通じて1時間



４．職員の分限及び懲戒処分の状況について

（１）職員の分限処分の事由別人数（平成21年度）

　　心身の故障のため、職務の遂行に支障がある職員等に対しては、公務能率の維持等のために、

　職員の意に反して降任、免職、休職又は降給の処分を行うことができます。

　　平成21年度に処分を受けた人数は次のとおりです。

種類 人数

降任

免職

休職 11

降給

（２）職員の懲戒処分の事由別人数（平成21年度）

　　職務上の義務に違反した職員等については、公務における規律と秩序を維持するために、戒告、

　減給等の処分を行うことができます。

　　平成21年度に処分を受けた人数は次のとおりです。

種類 人数

免職

停職

減給 1

戒告

５．職員の服務の状況について

　　すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行にあたって

　は、全力を挙げて専念しなければならないこととされております。

　　この服務の基本原則を忠実に実行するため、様々な機会において、職員の綱紀の粛正や服務規律

　の確保の周知徹底を行っております。

区分

分限処分

区分

懲戒処分



６．職員の研修及び勤務成績の評定の状況について（平成21年度）

（１）研修の状況

受講
者数

新規採用職員研修 平成21年度新規採用

（実務基礎） 職員

市税及び財務に関す

る職員研修会

メンタルヘルス研修 全職員 418人

人事評定者研修 行政職6級以上の職員 13人

安全衛生教育研修 全職員 6人

平成21年度新規採用

職員

上級職採用後3～5年

の職員

初級職採用後7～9年

の職員

上級職採用後7～9年

の職員

初級職採用後11～13年

の職員

職務上必要とする

職員

職務上必要とする

職員

職務上必要とする

職員

※上記の他に、各所属の必要に応じて所管業務に関する専門研修を受講しております。

（２）勤務成績の評定の状況

　　職員の勤務について、必要に応じて能力や実績等に関しての勤務成績の評定を行い、その評定の

　結果に基づき、昇給や昇任等を行っております。

全職員

タイムマネジメント
研修

研修区分 研修名

7人

39人

7人全職員

対象

新規採用職員研修

庁外研修

印旛郡市広域
市町村圏事務
組合

各種専門研修
のべ
42人

千葉県自治研
修センター

中級職員研修 5人

その他専門研修 9人

7人

初級職員研修 3人

庁内研修

その他の各種
研修機関等

その他の専門研修
のべ
15人



７．職員の福祉及び利益の保護の状況について（平成21年度）

（１）福利厚生の状況

　　職員の健康管理状態を把握し、疾病等の早期発見を行うため、定期健康診断、生活習慣病予防

　健診、産業医による健康相談等を実施しております。

（２）公務災害補償制度の状況

８．公平委員会に係る業務の状況

（１）勤務条件に関する措置の要求の状況

　　該当なし

（２）不利益処分に関する不服申立の状況

　　該当なし

傷病（人）

死亡（人）

－

出勤中の事故による負傷

－

3

区分

公務災害

通勤災害

0

1

0

作業中の事故による負傷等

概要


